物質輸送の立場からみた流域マネジメントの現状と課題
福岡正人（広島大学大学院総合科学研究科）(1)
【はじめに】
河川は陸と海をつなぐ物質循環の要となる場所であり、人間社会にとって『資源』（利水）の面でも『災害』（治水）の面でも重要であるためにさまざまな施策がとられてきたが、近年では『環境』にも配慮した『健全な水循環』(2)を目指す取組みが国や地方自治体などで行われ始めている。一般的に施策のための計画を立てるためには、発生している（あるいは発生しそうな）問題について『物質循環』（生物を中心にすれば、生態系における食物網／食物連鎖）の全体像を把握しながら自然科学的な解決策を考えることが重要であるが、その解決策を施策の中に社会科学的に調和した形で組み込んだ上で実行することはさらに大切である。
日本では、いわゆる専門家による河川を対象とした自然科学的な研究結果の膨大な量の報告があるが、『物質循環』からの視点を重視したものはそれほど多くはない。これは、複雑さが増すために個人の研究者では対応することが困難なためであるが、それでも地球環境問題に対する認識が深まるにつれてその重要性を感じる研究者が増えたためか、例えば『陸域』と『海域』間の物質の流れに関する分野横断の総合研究(3)や水質とくに栄養塩類の挙動に注目した水質管理を目指した総合研究(4)などのように、多人数のしかも分野の異なる研究者による共同研究の試みが近年増えつつある。さらに、行政主体による『森・川・海のつながりを重視した』環境創出のための検討(5)なども行なわれ始めている。
一方、自然科学的な調査・研究成果を踏まえ、さまざまな視点からの社会科学的な手法を組み込んだ総合的な施策が、おもに行政サイドから『持続可能な』地域社会づくりを目指して試みられ始めている。そして、そのような活動の成否の鍵は、『地域住民』を始めとした関係するさまざまな主体間の連携・協働の実践に係っていることは論を俟たないが、そのような意味での成功例はまだ出現していないように見える。
ここでは、流域を対象としたそのような動きの代表的ないくつかの例について、『流域マネジメント』に注目して概観する。
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	システム／物質
	元素1)
（＞１wt.%）
	多量の化学種1)
（＞１wt.%）
	少量の化学種1)
（＜１wt/%）

	生物圏2)
	海の植物
	O,C,Ca,K,H,Na,N,S,Si
	セルロース（多糖）、リグニン、タンパク質、油脂、樹脂
	

	
	陸の植物
	C,O,H,Ca,N,K
	
	

	
	海の動物
	C,O,N,H,Cl,Na,K,S,P,Ca
	水、タンパク質、脂質、無機質、炭水化物（糖）、核酸
	

	
	陸の動物
	C,O,N,H,P,Ca
	
	

	
	ヒト
	O,C,H,N,Ca,P
	
	

	地圏4)
	土壌
	O,Si,Al,Fe,C,Ca,K
	〔一次鉱物5)、二次鉱物（粘土鉱物・水酸化鉄鉱物）、腐植〕〔※変動する〕
	

	
	大陸地殻3)
	O,Si,Al,Fe,Ca,Na,K,Mg
	斜長石、石英、正長石、黒雲母、白雲母、緑泥石、角閃石、輝石
	カンラン石、その他

	
	マントル
	O,Mg,Si,Fe,Ca,Al
	カンラン石、輝石、スピネル、ガーネット（＜400km深さ）〔※深度による異なる〕
	

	
	核
	Fe,Ni,S,O
	金属鉄
	

	
	地球（全体）
	Fe,O,Si,Mg,Ni,S,Ca,Al
	
	

	水圏
	海水
	O,H,Cl,Na
	水（H2O）、塩素イオン（Cl-）、ナトリウムイオン（Na+）
	硫酸イオン（SO42-）、マグネシウムイオン（Mg2+）、カルシウムイオン（Ca2+）、カリウムイオン（K+）、重炭酸イオン（HCO3-）

	
	河川水
	O,H
	水（H2O）
	HCO3-,Ca2+

	
	地下水
	O,H
	水（H2O）〔※溶存化学種は大きく変動する〕
	

	気圏
	大気
	N,O,Ar
	窒素ガス（N2）、酸素ガス（O2）、アルゴンガス（Ar）
	水蒸気（H2O）、炭酸ガス（CO2）

	1) それぞれ、多いものから並べてある。元素名と化学種名に下線が付くものは、10 wt.％を超える。ただし、生物は、種によって変動が大きい。

2) 生物の元素は、乾燥重量として。
3) 地圏の大陸地殻を構成する主な化学種（鉱物）の化学組成：斜長石（NaAlSi3O8～CaAl2Si2O8）、石英（SiO2）、正長石（KAlSi3O8）。
4) 地球の各システムを構成する物質の量の割合は次のとおり：
【質量】地殻0.4％、マントル68％、核31％。【体積】地殻＜1％、マントル83％、核16％（外核15％、内核1％）。

5) 一次鉱物とは、土壌の母岩を構成する鉱物のうち、風化作用と土壌化作用を受けても残っている鉱物を指す。なお、二次鉱物とは、このような過程で変質あるいは新たに生成した鉱物を指す。


【物質輸送とは】
　地球をシステムとして見ると、一般に地圏・水圏・気圏・生物圏の４システムに分けられ、それぞれを構成する『物質』の種類と組合せは異なる（表1）。しかも、地表はこれらが重なる場所であり、とくに生物圏の中に『人間社会』（４圏以外に『人間圏』とすることが増えてきた）も本来存在しているが、このようなシステム間を循環する物質（とエネルギー）の挙動を見る場合には、物質がある程度の時間の間はそこに留まる場である『リザーバー』をサブシステムとし、そこでの存在量とそれらのサブシステム間の移動量である『フロー』によって、さまざまな物質循環の変遷を定量的に把握する研究が行われている。
　最も重要な物質の一つが『水』であり、水圏システムの中で最も重要なサブシステムの一つが『河川』と言えるが、『人間社会』との関係を考えるときには、空間的に近いすべてのサブシステムとの相互作用を念頭に置く必要がある。その意味で、『流域』という『空間』の限定のしかたは、物質循環の全体を見るための基本的な範囲として適している。これに接する『大気』と『海洋』を含めることで、その地域的な物質循環の全体像を把握できることになる（図１）。さらに、過去と現在について『時間』変化に伴う変動過程を理解できれば、未来における姿を推定することも可能となる。
　ここで、『物質輸送』とは、さまざまな形態の物質（化学種および生体）とそれを運ぶ媒体である『大気』や『水』などとの関係において、移動の面にとくに注目したその『運ばれ方』と『運び方』を示し、具体的にはその物質形態・量・速度などの定量的な値として表現される。
【流域マネジメントとは】
流域における『物質輸送』というものを実際に人間社会と関わる具体的なモノで見ると、災害面では『水』や『土砂』など、資源面では『水』や『栄養塩』や『水生生物』などがあり、基本的には『量』の問題が大きいが、環境面で言えばそれらの『質』の問題が大きくなる。このような『量』と『質』を、流域の人間社会にとって適した形に維持していく（場合によってはそのような形を再生する）ために実施される施策の取りまとめが『流域マネジメント』である。
従来の施策は、特定の目的のための『法』に則りその責任主体（国や地方自治体などの行政）が個別に実施する場合が多かったが、上記のような目的を果たすには総合的な取組みが必要である。そして、そのためには新しい手法が必要であり、その一つが『流域マネジメント』とも言える。
実際のそのような取組みの例と考えられるいくつかを見てみる。
【流域のマスタープランおよび条例】
流域に関連する施策などの流れを、年代順に関連法および全国と地域の施策ごとに表２にまとめた。
北海道自治政策研修センター(8)は2005年に独自の『森・土・川・海の「健全な水の循環」ネットワークづくり』による『健全な水循環の再生・創出』に向けた『流域マネジメント』の推進のために、①ネットワークづくり、②縦割りの弊害解消、流域局の設置、③条例化、マスタープランの作成と住民合意の仕組み、④一次産業の振興、環境と産業の調和の４項目を『提言』とする方策をまとめている（図２）。そこでは、日本全国で実施されている参考になる取組みを整理した上で、『流域ネットワーク』づくりの重要性、現行法を補う『流域のための条例』の必要性、そして具体的な行動計画を立てるための『マスタープラン』策定の重要性を謳っており、このような方策の総体としての『流域マネジメント』の推進方法案を示している。対象は北海道ではあるが、全国共通の問題を踏まえたものであるために他地域の参考になるものである。
一般に、実効ある『流域マネジメント』を推進するためには、流域に関係する『行政』〔国と地方自治体（県と市町村）〕・『地域住民』/『市民グループ/NPO』/『専門家』・『農林漁業』・『工業』の連携と協働が『流域ネットワーク』のような形で機能するかどうかにかかっている。そのためには『コーディネーター』のような役割なども含めて、すべての関係者の役割分担を踏まえた上で、必要とされる組織像を『条例』の形で明示し、またその中で実行すべき具体的な内容と時期を『マスタープラン』の形で策定することが求められる。しかし、これは現実としては簡単ではなく、実際に『条例』制定あるいは『マスタープラン』策定を実行できた例を見ると、とくに地域住民を中心とした合意形成には多年の月日を必要とした場合が大部分である。しかも、代表的な例は2000年以降に限られ、社会状況のさまざまな変化による影響が大きいことが感じられる（表２参照）。
具体的に策定された『マスタープラン』の例の中で、鶴見川流域水協議会による『鶴見川流域』(10)のものにも『流域（水）マネジメント』としての対応策が示されているが（図３）、そこでは①洪水時水マネジメント（水害の発生）、②平常時水マネジメント（河川流量の減少と水質汚濁）、③自然環境マネジメント（自然環境の悪化）、④震災・火災時マネジメント（震災・火災時の防災、減災対応）、⑤水辺ふれあいマネジメント（水辺とのふれあいの不足）の５つに分け、２０～３０年を目標期間として取組むという長期計画となっている。その目標達成のために、関係者が『流域共同体』という意識のもとで『パートナーシップ』による連携した役割分担を果たすことが強調されている。
『柳瀬川流域水マスタープラン』(11)の場合は（図４）、その本川である新河岸川の流域マスタープランを策定するためのパイロットプランとして作成されており、『マネジメント』という言葉は使われていないが、流域の関係者間の協力・連携体制の強化ならびに関係者が一体となった取組みの展開の必要性が強調されている。
恐らく、『流域マネジメント』としての取組みは日本ではまだ始まったばかりの段階であり、目標達成までの道のりは遠いと思われるが、今後このような取組みを目指す『流域』にとって、先行している例の中に参考とすべき様々な施策案が含まれていることは確かである。
【物質循環と流域マネジメント】

　『流域内』での物質循環の現状について、図１に例示したような物質のすべてについて把握することは簡単ではないし、『流域外』との物質のやりとりも考慮した『流域圏』という考え方もさらに必要となってくるかもしれない。そして、もし現状を把握できたとしても、起りうる問題に対する自然科学的な対処法が確立されているとも限らない。しかし、そのような専門家による学術的な検討が終わるのを待たなければ動けないというのでは『流域マネジメント』とは言えない。したがって、流域のさまざまな主体からなる関係者の『連携・協働』による取組みは、そのような学術的な検討も含んだ形で組織化される必要がある。
　その際に参考になるのは図２～図４に示したような先行的な取組みの例である。いわゆる旧来の縦割り行政による取組みではなく、全体として調和の取れた施策の一部としてそれぞれを実施するもので、そのためには『条例』の形で理念を確立し、『マスタープラン』の形で目標・時期を明示した行動計画を策定することが必須となる。
【おわりに】
『流域』における問題に対する施策は、歴史的には1896年に制定された旧『河川法』による『治水』から始まり、戦後の高度経済成長に合わせた1964年制定の新『河川法』によって『治水』と『利水』の両方を目指したものとなった。それから33年後の1997年に『河川法』が改正され、『河川環境の整備と保全』が明確に位置づけられたのは地球環境問題に対する世界的な認識の深化が影響している。それからまだ10年しか経ってないことを考えれば、『流域マネジメント』の現況は無理のないことかもしれない。しかし、それで良いという訳ではもちろんないので、『健全な水循環』を『再生・創出』するためには、やはり最も『責任のある』『行政』主体がもっと知恵を絞ることを期待せざるを得ない。『地域住民』の力を引き出すための『機会づくり』の責任は『行政』にあると思うから。
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②森・川・海のつながりを意識した長期的視点に立った取り組みの展開
③森・川・海のつながりに係る知見等の情報の共有化
④森・川・海のつながりに係る調査・解析手法の検討・確立
⑤森林域・河川域・海域の｢接点｣の健全化

⑥連携体制の構築』(5)
●『流域マネジメント』とは（2005年）
『流域に関する各種計画を実施し、流域の目指す姿を実現するための総合的な施策の取りまとめを流域マネジメントという。』(8)
	表２　流域関連施策の流れ

	年
	関連する法など
	全国的施策
	地域的施策

	
	法
	法の特色
	
	

	1958
	『工場排水等の規制に関する法律』、『公共用水域の保全に関する法律』（旧水質二法）（事後対策型）
	→水質汚濁が生じた水域を指定水域として指定
→罰則規定は改善命令に従わない場合のみ
	●『一級河川の直轄管理区間におけ水質調査』開始（建設省→国土交通省）
	　

	1964
	『河川法』制定〔1896制定の『河川法』（治水が重点）の抜本的見直し〕
	→治水・利水の体系的制度の整備
	　
	　

	1967
	『公害対策基本法』制定
	→予防的計画的取組み
→公害の対象範囲、原因者の責任と行政の責務の明確化
	　
	　

	1970
	公害国会
	第64回臨時国会において公害問題に関する法令の抜本的な整備を行ない、公害対策関連14法案が成立
	　
	　

	
	『公害対策基本法』改正
	→『環境基準』の概念の導入
	●『環境基準』の設定
	　

	
	『水質汚濁防止法』制定（旧水質二法に代わるもので、『公害対策基本法』の実施法）（未然防止型）
	→指定水域制の廃止と規制地域の全国拡大
→排水基準違反に対する直罰制
→都道府県条例による上乗せ基準が可能
→規制対象業種（特定施設）の拡大が一般に可能
→工場などに対する総合排水溝ごとの基準へ
	
	

	
	『下水道法』改正
	→「公共用水域の水質保全に資する」という一項目の追加
→水域の環境基準達成のための「流域別下水道整備総合計画」の策定の記述
	
	

	1971
	　
	　
	●『環境庁』発足
●『水質汚濁防止法』による『公共用水域水質測定』開始
	　

	1973
	『化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律』制定
	→新規に製造・登録される化学物質について、難分解性・高蓄積性・慢性毒性を審査し、これらが認められると第一種特定化学物質として指定して規制
	　
	　

	
	『瀬戸内海環境保全臨時措置法』制定
	→瀬戸内海の環境保全に関する基本計画の速やかな策定を政府に義務づけ
→産業排水に関わるCODの汚濁負荷量減少措置
→特定施設設置の許可制
→瀬戸内海の特殊性の配慮
	
	

	1978
	『瀬戸内海環境保全特別措置法』制定
	→COD総量規制制度の実施
→富栄養化防止のためのリンなどの削減対策
→自然海浜の保全
	●『総量負荷規制』の導入
	　

	1984
	『湖沼水質保全特別措置法』制定
	→総合的水質保全の施策が必要な湖沼（指定湖沼）と関係地域（指定地域）の指定
→指定地域内の工場・事業場に対する排出汚濁負荷量の規制基準
→「みなし特定施設」に対する『水質汚濁防止法』の適用
→「指定施設」（排水基準による規制の困難な施設）の設置と届出制
→汚濁負荷量の総量削減
	　
	　

	1985
	　
	　
	●湖沼に対する全窒素・全リンの環境基準の設定
	　

	1986
	『化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律』改正
	→蓄積性は低いが、難分解性・慢性毒性の疑いのある化学物質を指定し規制
	　
	　

	1989
	『水質汚濁汚濁防止法』改正
	→特定施設から地下への有害物質の浸透禁止
	　
	　

	1990
	『水質汚濁汚濁防止法』改正
	→生活排水対策の制度化
→行政の責務と国民の心がけの明確化
	●『多自然型川づくり』事業開始
●『河川水辺の国勢調査』開始
	　

	1991
	　
	　
	　
	　

	1992
	『生物の多様性に関する条約』採択
	　
	　
	　

	1993
	『環境基本法』制定（『公害対策基本法』に代わるもの）
	→「現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与するとともに人類の福祉に貢献すること」が究極の目標
→環境政策の理念と基本的施策の方向性の明示
→総合的環境政策展開の枠組み
	●水質環境基準の大幅改定
●水環境改善緊急行動計画（清流ルネッサンス21）の実施（2000年度まで全国３０ヵ所）
	　

	1994
	『環境基本計画』閣議決定
	→水環境の保全による人と自然とのふれあいを目的化
→水量や水辺地に配慮し、健全な水循環を確保
→地域の人々の役割分担と主体的参加
	　
	　

	
	『特定水道利水障害の防止のための水道水源水域の水質の保全に関する特別措置法』制定
	→トリハロメタン生成能に関する工場排水の規制など
	
	

	
	『水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律』制定（上とあわせて水道水源二法）
	→トリハロメタン前駆物質や異臭味対策のための下水道・合併処理浄化槽の整備および河川事業の促進
	
	

	1995
	　
	　
	●水産用水基準改定
	　

	1996
	　
	　
	　
	　

	1997
	『環境影響評価法』制定
	→国が関与する公共事業に対して行われる環境アセスメントの手続を定めたもの
	●地下水の水質環境基準制定
	　

	
	『河川法』改正
	→法の目的として「河川環境の整備と保全」を明確に位置づけ
→地域の意見を反映した河川整備の計画制度の導入
	
	

	1998
	　
	　
	　
	　

	1999
	『海岸法』改正
	→「海岸環境の整備と保全」を明記
	●水質環境基準の一部改定
	　

	
	『食料・農業・農村基本法』制定
	　
	
	

	
	『PRTR法』（化学物質排出把握管理促進法）制定
	→有害性のある化学物質の環境への排出量を把握することにより、取り扱う事業者の自主的な管理の改善を促進し、環境の保全上の支障が生ずることを未然に防止することを目的としたもの
	
	

	
	『家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律』制定（2004年完全施行）
	→「家畜排せつ物の管理の適正化のための措置」と「家畜排せつ物の利用の促進のための措置」とからなる
	
	

	2000
	『循環型社会形成推進基本法』制定
	→廃棄物処理やリサイクルを推進するための基本方針を定めたもの
	●水産用水基準一部改定
	●『マザーレイク２１計画 (琵琶湖総合保全整備計画）』策定

	
	『新・環境基本計画』閣議決定
	　
	
	

	
	『港湾法』改正
	→「環境の保全に配慮」と明記
	
	

	2001
	『森林・林業基本法』制定
	→21世紀における森林・林業に関する施策の基本指針を示した基本法で、基本理念として森林の有する多面的機能の持続的発揮を掲げ、森林の適正な整備・保全、山村の振興、林業の持続的かつ健全な発展を図ることを基本施策としたもの
	●中央省庁再編により『環境省』設置（環境庁を改組）
●清流ルネッサンスⅡの開始（全国２２ヵ所）
	●『高知県四万十川の保全及び流域の振興に関する基本条例』制定
●青森県『ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例』制定

	
	『水産基本法』制定
	　
	
	

	2002
	『新・生物多様性国家戦略』策定
	→日本の生物多様性の保全と持続的利用に関する基本方針
	　
	　

	
	『自然再生推進法』制定
	→自然再生を総合的に推進し、生物多様性の確保を通じて自然と共生する社会の実現を図り、あわせて地球環境の保全に寄与することを目的とするもの
	
	

	2003
	『自然再生基本方針』決定（『自然再生推進法』による）
	→地域に固有の生物多様性の確保、地域の多様な主体の参加・連携、科学的知見に基づく順応的な実施など自然再生を進める上での視点を示した上で、自然再生事業の具体的な考え方や手順を明らかにしたもの
	●『水生生物の保全に係る水質環境基準』設定
『農林水産環境政策の基本方針』決定（農林水産省）
●『健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて』策定（環境省、国土交通省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省）
	●秋田県および岩手県『ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例』制定
●『静岡市興津川の保全に関する条例』制定（2006年に『静岡市清流条例』へ）

	
	『特定都市河川浸水被害対策法』制定
	→著しい浸水被害が発生するおそれがある都市部を流れる河川及びその流域について、総合的な浸水被害対策を講じるため、流域水害対策計画の策定、河川管理者による雨水貯留浸透施設の整備、雨水の流出の抑制のための規制、都市洪水想定区域等の指定・公表等の新たな法制度を講じたもの
	
	

	
	『環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律』（環境保全活動・環境教育推進法）制定
	→持続可能な社会を構築するため、環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に必要な事項を定め、もって現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とするもの
	
	

	2004
	　
	　
	●『河川水質の新しい指標』の検討
	●『ふるさと宮城の水循環保全条例』制定
●『鶴見川流域水マスタープラン』策定（神奈川県・東京都）

	2005
	　
	　
	　
	●『柳瀬川流域水循環マスタープラン』策定（埼玉県・東京都）

	2006
	　
	　
	　
	　

	注：（財）河川環境管理財団（編）（2002）(6)、新矢（2004）(7)、北海道自治政策研修センター（2005）(8)、EICネット(9)などを基に作成。


図２　『流域マネジメント』の推進のための将来組織案（8)


　北海道自治政策研修センターによる、北海道の現状を踏まえた健全な水循環の再生・創出に向けた流域マネジメントを進めるための４つの提案の関係を示す図。
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図３　５つの流域水マネジメントの連携(10)


鶴見川流域水協議会による鶴見川流域マスタープランにおいて、水循環系の視点から流域的視野で取組むべき対応策とされた５つの流域マネジメントの連携を示す図。





表１　地球を構成する物質中の代表的な元素と化学種(1),(12),(13)





土壌／岩石（地圏）





土砂・土石


微量金属（Fe,Mn）


栄養塩（Si）


塩基（Mg,Ca,K,Na）





大気（気圏）





降水


◆　　風塵


CO2,O2


乾性沈着物








地表系（水圏）





河川水/湖沼水


栄養塩


水生生物/底生動物/付着藻類/回遊魚


懸濁粒子


洪水/雪代





計画理念　人と水とみどりがつながりあう魅力ある流域づくり
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図１　流域を構成するサブシステムの例と関連する物質など


　●はそのサブシステム内を移動する物質例、◆は他のサブシステムに影響の大きい物質例。
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基本方針１　　都市化によって損なわれた流域の


水循環システムの再生





基本方針２　　将来に引き継ぐ治水・利水・環境の


バランスがとれた流域づくりへの取り組み





基本方針３　　人と人が水を通してつながりあう社会を目指した


取り組み
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図４　「望ましい流域像」とその実現のための取り組みイメージ（11)


　柳瀬川流域水循環マスタープラン検討会による柳瀬川流域水マスタープランにおいて、目標の実現のための理念と方針の関係を示す図。
































